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自己紹介

お城のあるまちに
生まれました！

実はまちづくり団体でも
活動してます…

有限責任監査法人トーマツ

稲越誠（いなこし まこと）

所属・氏名所属・氏名

経歴経歴

⻑野県松本市のエンジニア⼀家の家庭で⽣まれ育ち、

⻑野⾼専に進学して⼟⽊⼯学の基礎を学ぶ

⻑岡技術科学⼤学で都市

計画(特に土地利用計画・規

制誘導手法)を専攻・研究

大学の中山間地支援のボラ

ンティアサークルで、住⺠主体

のまちづくりの現場を体験

八千代エンジニヤリングで、自

治体の都市計画・緑政・公

⺠連携分野の業務に従事

宇都宮市の不動産活用・か

わまちづくり等を行うエリアマネ

ジメント団体に参加・活動

監査法人トーマツに入所し、これまでの経験を活かし、

まちづくり・公⺠連携・スタートアップ⽀援等の業務に従事

主な実績主な実績

 岡崎市 SDGs公⺠連携プラットフォーム・提案制度運営検証⽀援

 内閣府 PPP/PFI地域プラットフォーム形成・運営の調査検討支援

 国交省 エリアマネジメントの評価ガイドライン」作成支援

 その他 道の駅や公園等の公⺠連携事業化⽀援業務 等

公

公

⺠

⺠
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岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームとトーマツとのこれまでの関わり

岡崎市さんと一緒に、弊社の方で、岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームの企画設計や構
築準備、そして形成・運営を令和４年度から時間をかけて一緒に取り組んできました

令和４年度 令和５年度 令和６年度

第1回事業アイデア意見交換会（R4.9.16）

第2回事業アイデア意見交換会（R4.12.16）

令和5年度第1回プラットフォームイベント（R5.9.28）

令和5年度第2回プラットフォームイベント（R5.12.6）

令和6年度第1回プラットフォームイベント（R6.7.11）

幸田町職員向け研修会（R6.11.19）
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本日お話する内容

岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォーム・⺠間提案制度に関連する全国の取組動向、その

中での岡崎市の取組の特徴、そして、地域事業者の皆様が公⺠連携事業にチャレンジい

ただく上での取組の工夫についてお話いたします

１
 岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォーム・⺠間提案募集制度の仕組み

 全国の地域プラットフォーム・⺠間提案制度の動向

 岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームの特徴

 地域事業者の事業参画のメリット創出に向けた取組
２
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公⺠連携の⼿法と動向
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岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォーム・⺠間提案制度の仕組み

公⺠連携ビジネスを模索する対話の場として、プラットフォームを形成するとともに、公⺠対
話を踏まえた公⺠連携ビジネスの事業化の出⼝として⺠間提案募集制度を運⽤してます

< Confidential >

プラットフォーム

事業者間の交流

【コアメンバー】

岡崎市
意
見
交
換

金融機関
機能❷

事業者

勉
強
会
等

機能❶

公
民
対
話

機能❷

案件に関する
情報発信

機能❷

⺠間提案募集制度

⺠間事業者等が公⺠連携を⽬的に提案し、事業を実施できる制度

PFで公⺠対話した結果のうえ、

「出口戦略」の一つとして制度を整備
⺠間提案募集制度の促進に向けて
必要な取組があれば企画・実施 課題抽出

機能❸

地域課題、生活ニーズに対応したビジネスを模索する対話の受け皿

市の課題・ニーズを
基にした案件情報
を発意

公⺠連携ビジネスへ参画
意欲のある事業者を紹介

勉強会等や案件情報、公⺠対話、
事業者間の交流を通じて、案件参
画意欲を醸成

コアメンバー会議

テーマ別会議

勉強会,セミナー

行政課題に対してコアメ
ンバーのビジネス視点で
議論したうえで案件テー
マを絞り込む

事業形成、⺠間発意
によるアクション手法と
しての出口戦略が重要
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岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームの機能

⾃治体側が抱える悩みや課題を公⺠連携で解決していくための機能をプラットフォームに具
備することで、多様な公⺠連携事業の創出を図っています

基本機能 概要 取組み例

普及啓発・
人材育成機能

交流機能

 PPP/PFIを含めた公⺠連携のベーシック
な内容や事例研究等について、プラット
フォームに参画する主体に発信

 自治体職員に対して、具体的な案件
形成ができる人材育成を推進

 地元企業によるコンソーシアム組成を容
易にする異業種間ネットワークの構築

実践セミナー

事例説明会

勉強会

交流会・ミートアッ
プ企画

意見交換会

公共側からみた
公⺠連携に係る課題

公⺠連携の

担い手不足

情報発信・
公⺠対話機能

 具体のPPP/PFI候補案件について、行
政からの情報提供のうえ公⺠対話等を
実施することで、事業化に向けた次段
階へ推進を図る

 対話により案件の市場性の有無、事業
アイデアを共有することで、⺠間事業者
の参画意向や条件、等の意見聴取を
図る（官と⺠の認識共有）

検討段階の案件
の情報提供・発信

公⺠対話

公⺠対話の

仕組みがない

公⺠連携に

取り組む⺠間同⼠

の交流の場がない

機能❶

機能❷

機能❸

多
様
な
公
⺠
連
携
事
業
の
創
出
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岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームの特徴

岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームの特徴として、総合政策の柱として公⺠連携を位置
付け、多様なテーマの事業化、地元経済活性化に向けた広域連携が挙げられます

総合政策の柱として公⺠連携を位置づけ
市の最上位の計画である総合計画の柱のひとつとして公⺠連携を位置づけ1

2
多様なテーマの事業化
ハード整備だけでなくソフト事業もプラットフォームを活用し事業化検討

3
地元経済活性化に向けた広域連携
生活・経済圏を加味した近隣自治体との連携拡大・案件組成の取組
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特徴➊総合政策の柱としての公⺠連携の位置づけ

岡崎市における公⺠連携は「岡崎市第７次総合計画」の基本指針の柱の⼀つに掲げられ
ており、市域産業の振興との関連を意識した施策を展開しています

総合政策指針

未来投資計画

個別計画

公⺠連携による

成⻑戦略の推進

コンパクトな
都市構造の構築

まちへの誇りが
育まれる社会づくり

周辺都市との
連携の推進

都市のグランドデザイン

基本
指針

分野別
指針

暮らしを支える
都市づくり

暮らしを守る強靭な
都市づくり

持続可能な
循環型都市づくり

多様な主体が協働・
活躍できる社会づくり

健康でいきがいをもって
活躍できる社会づくり

女性と子どもがいきいき
と活躍できる社会づくり

誰もが学び活躍できる社
会づくり

商業と観光が成⻑産業
となる地域経済づくり

ものづくりが柱でありつづ
ける地域経済づくり

スマートで
スリムな
行政運営
の確立

分野別の主な取組み 未来投資パッケージ

都市計画マスタープラン、土地利用基本計画、立地適正化計画
まち・ひと・しごと創生総合戦略、行政改革大綱、公共施設等総合管理計画

（まち）＝（環境） （ひと）＝（社会） （しごと）＝（経済）

（行政運営）

マスター
プラン

分野別
個別計画

未来
投資計画

岡崎市第７次総合計画
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特徴➋多様なテーマの事業化

従来の公共施設整備はもとより、公園や文化財をはじめとした公共施設の活用、さらには、
終活応援、育児参画、女性の柔軟な働き方など、ソフト的な分野も取り扱っています

従来の公⺠連携事業 岡崎市SDGs公⺠連携プラットフォームで取り扱ってきたテーマ

事業規模は大きいが、年間に事業化

される件数は少なく、また、施設整

備・運営ノウハウをもち、相応の企業

体力を持つ事業者の参画に限定され

てしまう

公共施設の運営・活用や、普及・啓発・仕組みづくりなどソフト的な事業テーマ

多様な分野・規模の事業を公⺠連携事業化し、事業者の参画の裾野を拡⼤

イメージ例：東岡崎駅周辺地区整備
北東街区有効活用事業

東公園動物園とコラボで応援！
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特徴➌地元経済活性化に向けた広域連携

公⺠連携ビジネスの拡⼤、地元経済の活性化に向けて、幸⽥町をはじめとした、経済・⽣
活圏を共にする隣接自治体と連携し、事業テーマ・規模の拡大を進めています

2024年11月 幸田町職員向け研修会

豊田市

幸田町

⻄尾市

安城市

知多市

刈谷市

蒲郡市 豊川市

岡崎市で立上げ

近隣自治体との
連携を拡大

出所：地理院地図Vector（2025年２月アクセス）を基にデロイト作成
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岡崎市の取組における地域事業者の事業参画メリット創出の工夫➊

案件のバリエーションや規模・範囲、そして案件数を拡大することで、地域事業者の方々が、
⾃社の規模や強みも踏まえながら公⺠連携ビジネスにチャレンジする機会を拡⼤しています

規模・範囲の

拡大

案件数の

拡大
従来の公⺠連携
事業の範囲

岡崎市の公⺠
連携事業の範囲

従来のハコモノ公共施設整備だけでなく、脱炭素、男性

の家事・育児参画、終活応援など、多様な分野、ソフト

事業もテーマとして取り上げ、⺠間の参画可能性を拡⼤

バリエーションや規模・範囲を拡大することによ

り、大小さまざまな規模の案件そのもの数を

拡大することで、⺠間の公⺠連携ビジネスの

参画機会を拡大

バリエーションの

拡大

岡崎市だけでなく、隣接する幸田町等など経

済・生活圏でつながりの強い自治体と連携し、

案件規模・範囲の大きい事業を組成すること

で、⺠間のスケールメリットを拡⼤
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岡崎市の取組における地域事業者の事業参画メリット創出の工夫➋

地域事業者の⽅々が公⺠連携ビジネスにチャレンジする機会を拡⼤することで、事業拡⼤
や新たな雇用・融資機会を拡大し、市内の地域や経済の活性化する好循環をつくります

岡崎市の課題を基点に

公⺠連携ビジネスチャンス

を拡大する

地域事業者等が公⺠連携

ビジネスに参画することで

自社の事業が拡大する

地域事業者の事業拡大により

自社の新たな雇用や

金融機関の融資機会

が拡大する

市内の地域や経済が

活性化する

公⺠連携ビジネスのバリエーションや規模・範囲、そして案件数を拡⼤することで

新たな市場機会を創出し、地域や経済の活性化の好循環につなげる
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まとめ

１
岡崎市では、公⺠連携ビジネスを模索する対話の場として、プラットフォー

ムを形成するとともに、公⺠対話を踏まえた公⺠連携ビジネスの事業化

の出⼝として⺠間提案募集制度を運⽤しています

このような取組は、全国各地で展開されていますが、岡崎市の特徴として、

政策的位置づけ、多様なテーマの事業化、地元経済活性化に向けた広

域連携が挙げられます
２

上記を通じて、案件のバリエーションや規模・範囲、そして案件数を拡大

することで、地域事業者の方々が、自社の規模や強みも踏まえながら公

⺠連携ビジネスにチャレンジする機会を拡⼤しています

３
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